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１ はじめに 

  本町では、第二期島本町子ども・子育て支援事業計画に基づき、質の高い幼児期の教育・保

育の総合的な提供、地域の子ども・子育て支援の一層の充実、保育の量的拡大を図ることとし

ています。 

近年、町内において複数の大型開発が行われたことにより、保育ニーズが増加し、待機児童

も発生している状況が続いていることから、本町では、平成３０年１１月に「島本町保育基盤

整備加速化方針」を策定し、未耐震である町立第四保育所の耐震対応及び保育基盤の拡充によ

る待機児童の解消を図るため、現在取組を進めています。当該方針に基づき、耐震対応により

移転新築する町立第四保育所の旧施設の解体工事を進めており、今般、その跡地に保育所と幼

稚園の両方の機能を備え持つ幼保連携型認定こども園（就学前の子どもに関する教育、保育等

の総合的な提供の推進に関する法律（以下、「認定こども園法」という。）第２条第７項に規定

する幼保連携型認定こども園をいう。（以下「認定こども園」という。））の設置に向け、整備・

運営事業者（以下、「事業者」という。）を公募することになりました。 

  本町の教育大綱及び子ども・子育て支援事業計画等の趣旨を十分踏まえていただき、本町と

協働で島本の未来の子どもたちのために運営していただける事業者を募集します。 

   

 

 

島本町教育大綱 
 

○生きる力があふれる島本っ子を育みます 
恵まれた自然環境の中で、多くのことを学びながら夢や志を持ち、力強く生きる力を育みま

す。また、人のあらゆる活動の源になる体力を幼児期からしっかりと身に付けられるよう、子

どもの体力・運動能力の向上を図ります。 

 

○豊かな人間性と確かな学力を培います 
人を尊重する気持ちや生命、自然を大切に思う豊かな情操を培い、自らを律し、人を思いや

る心を育てます。また、基礎的・基本的な知識・技能の習得とそれらを活用して課題を解決す

るために必要な思考力、判断力、表現力などの確かな学力を育み、学習意欲や学習習慣を培い

ます。 

 

○ふるさとを大切に思う心を育て、世界へはばたく力を育みます 
地域の歴史や文化に親しむことなどを通して、ふるさと島本を大切に思う心を育てます。ま

た、地域や家庭の中で育まれる自己を認識し、未来へ、世界へはばたく力を育みます。 

 

○学びが生きがいにつながる生涯学習のまちをめざします 
生涯にわたって「いつでも・どこでも・だれでも」学び続けられる環境と機会の充実に取り

組み、一人ひとりの生きがいづくりを応援します。また、それぞれの学習の成果を地域や社会

に生かすことのできるまちをめざします。 

 

○島本町教育・保育に係る重点目標を推進します 
「地域に根付いた学校・幼稚園・保育所の運営体制の推進」、「安全・安心な学校・幼稚

園・保育所づくり」、「快適な教育・保育環境の整備」など、重点目標を着実に推進します。 

 

平成２８年１月１２日策定 
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第二期島本町子ども・子育て支援事業計画（一部要約） 

 

１ 子ども・子育ての基本理念 
 すべての子どもが主体的な存在として尊重され、いきいきと育成される社会の形成 

 

２ 計画の基本的な視点 
 ① 全ての子どもが健やかに成長できる環境づくり 

 ② 子育てや子どもの成長に喜びと楽しさを実感できる環境づくり 

 ③ 全ての人が共に子ども・子育てに関われる環境づくり 

 

令和２年３月策定 

 

２ 島本町の状況 
⑴ ０～５歳人口の推移（各年４月１日住民基本台帳）            単位：人 

 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 合 計 

平成２８年度 ２７４ ２７１ ３０８ ３１４ ３２７ ３１５ １，８０９ 

平成２９年度 ２５７ ２７７ ２７０ ３０９ ３１１ ３２４ １，７４８ 

平成３０年度 ２６５ ２６８ ２７１ ２６９ ３２１ ３１０ １，７０４ 

令和元年度 ２７２ ３０２ ２８８ ２８８ ２７６ ３２９ １，７５５ 

令和２年度 ２６８ ３０４ ３１７ ２９９ ３００ ２７９ １，７６７ 

 

⑵ 保育所定員数と将来利用予測（各年度末人数） 

  将来利用予測は、平成２８年５月に確定していた、１００戸以上の開発及び今後のＪＲ島

本駅西側の開発などもあるため、更なる保育需要の増加が予想されます。 

  そのため、本町として保育に係る定員を拡充するとともに、さらにその後の就学前人口減

少の際には、利用調整を行い、可能な範囲で定員充足に努めることとします。 

※現時点では、ＪＲ島本駅西側区画整理事業による保育所利用者数の増加を予測することは  

困難なため、３パターンの想定人口を設定 

単位：人 

 

将来利用予測数 
保育所 

定員数 
備 考 JR 島本駅西地区想定人口 

1,250 1,750 2,250 

令 和 元 年 度 905 905 905 615  

令 和 ２ 年 度 892 892 892 780  

令 和 ３ 年 度 913 913 913 1,020  

令 和 ４ 年 度 927 927 927 1,020 西側集合住宅販売開始と仮定 

令 和 ５ 年 度 970 986 999 1,020 西側戸建て販売開始と仮定 

令 和 ６ 年 度 988 1,006 1,026 1,020  

令 和 ７ 年 度 1,007 1,030 1,054 1,020  

令 和 ８ 年 度 1,012 1,040 1,067 1,020  

令 和 ９ 年 度 1,008 1,041 1,071 1,020  

令和 10 年度 1,003 1,040 1,070 1,020  

「島本町保育基盤整備加速化方針」から抜粋 
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⑶ 待機児童の状況                            単位：人 

 

H30 H31（R1） R2 

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 

0 歳児 67 10 8 8 16 25 32 27 32 38 44 62 68   

1 歳児 20 51 52 42 41 41 42 40 40 40 39 38 37   

2 歳児 5 9 9 0 0 0 0 1 2 1 1 2 2   

3 歳児 4 14 15 14 14 14 14 0 0 0 0 0 0   

4 歳児 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0   

5 歳児 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0   

合 計 96 84 84 64 71 80 88 68 74 79 84 102 107   

※ 待機児童数は、毎月、町ホームページで情報を更新しています。 

 

⑷ 幼稚園の町内在住園児数の状況（令和２年４月１日時点）        単位：人 

施設名 所在自治体 公私別 ３歳児 ４歳児 ５歳児 

第一幼稚園 島本町 公立 － ４９ ６６ 

山崎幼稚園 島本町 私立 ８３ ７０ ５６ 

高槻双葉幼稚園 高槻市 私立 ０ ２ １ 

めぐみ幼稚園 長岡京市 私立 １３ １１ １１ 

高槻マリア・インマ

クラダ幼稚園 
高槻市 私立 ０ ０ １ 

白ばら幼稚園 高槻市 私立 １ ０ １ 

京都がくえん幼稚園 大山崎町 私立 ７ １ １ 

あかね幼稚園 長岡京市 私立 １０ １４ ３ 

桂陽幼稚園 京都市 私立 １ ０ ０ 

楠京阪幼稚園 枚方市 私立 １ ０ ０ 

光華幼稚園 京都市 私立 ０ １ ０ 

合 計 １１６ １４８ １４０ 

※ 保育ニーズの高まりから、園児数は減少傾向にあります。 

 

⑸ 認可保育所等の整備状況 

施設名 公私別 種別 認可定員 所在地 

第二保育所 公立 保育所 １２０人 島本町広瀬五丁目２番２２号 

第四保育所 公立 保育所 １５０人 島本町桜井三丁目４番１号（一時移転） 

山崎保育園 私立 保育所 １７０人 島本町山崎二丁目１番６号 

高浜学園 私立 保育所 ２００人 島本町高浜一丁目１番７号 

ＲＩＣホープ 

水無瀬保育園 
私立 保育所 ９０人 島本町広瀬三丁目１０番２４号 

ＲＩＣホープ 

島本保育園 
私立 

小規模保育

事業所 
１２人 島本町江川一丁目１５番１７－１０２号 

ぬくもりのおうち

保育島本園 
私立 

小規模保育

事業所 
１２人 島本町水無瀬一丁目１７番１２号 

ぬくもりのおうち 

保育若山台園 
私立 

小規模保育

事業所 
１２人 島本町若山台二丁目６番２－１０４号 

るりの詩保育園 私立 
小規模保育

事業所 
１９人 島本町江川二丁目１３番１号 

年度 

歳児 
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⑹ 今後の整備予定施設 

施設名 公私別 種別 認可定員 備考 

（仮称）しまもと里山 

認定こども園 
私立 

幼保連携型 

認定こども園 
２００人 令和２年１２月開園予定 

第四保育所 公立 保育所 ９０人 
令和３年 ４月開園予定 

【現施設を役場前へ移転新築】 

旧第四保育所跡地 

認定こども園 
私立 

幼保連携型 

認定こども園 
１５０人 

令和４年 ４月開園予定 

【今回公募案件】 

 

３ 募集する形態、定員数、施設条件、整備条件等 
⑴ 形 態  幼保連携型認定こども園 

 

⑵ 定 員  総定員計１５０人の認可定員とする。ただし、町内全体の保育需要数が供給

数を上回っている間については、総定員の全てを２号・３号認定の定員として設

定すること。 

認可定員については、原則、開設当初からの充足に努めていただくこととする

が、経過措置として、開設日から２年経過後の最初の４月当初までには認可定員

数の受入れを行うものとする。ただし、保育教諭等の不足により、認可定員数の

受入れができない場合は、０～２歳児を優先的に受け入れられるよう保育教諭を

配置すること。 

なお、就学前児童数の減少など事業者の責めに帰すべき理由がなく定員数を下

回る場合は、この限りでない。 

 

⑶ 整備概要 旧町立第四保育所（桜井二丁目７番１号）を町が解体撤去した跡地に新たに認

定こども園を事業者が建設すること。また、それらに要する諸費用（調査、測量、

設計、新設工事などの一切の費用を含む。）は、事業者の負担とする。 

 

⑷ 土 地  敷地（町有地）の概要及び売却条件等は、次のとおりとする。 

 ア 土地の概要 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 土地の売却 

  応募する事業者は、自らの事業計画に応じて、次の売却価格を下限額とし、購入希望金

額を提案すること。なお、金額は、審査内容に反映させる。 

  【敷地の売却価格（下限額）：金       円】 

 

項 目 内 容 

所 在 地 島本町桜井二丁目４３３番２ 

地 積 ３２０２．００㎡ 

都市計画区域 市街化区域 

用 途 地 域 第一種中高層住居専用地域 

供給処理施設  

 上水道 敷設済み 

下水道 未接続。ただし、ＪＲ島本駅西側開発により、接続の計画あり。 

現在行っている第四保育所解体工事において、これまで使用してい

た合併浄化槽を撤去するため、新たに設置すること。新設に当たって

は、浄化槽法、大阪府浄化槽設計・施工取扱基準等の関係法令を満た

す施設とし、適切に施工すること。 

その新設費用については、町が定める補助基準額（２９，５００千円

以内を予定）を上限とし、実経費を予算の範囲内で町が負担すること

を予定している（交付時期は、整備事業の完了後とする。）。 
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ウ 売却の条件 

 （ア） 当該用地は、本町の承諾なく、今回公募の事業目的以外には使用できない。ただ

し、人員確保のため、町が許容する範囲で職員用駐車場用地として使用することは、

事業目的の範囲内とする。 

（イ） 上記下限額を下回る提案は、失格とする。 

 （ウ） 本町が土地の所有権を移転した日から２０年間は、認定こども園の用途に供する

こと。 

（エ） 原則として、町の承諾なく、当該用地の売買、贈与、交換又は出資等により、第

三者に土地の所有権を移転することはできない。 

（オ） 当該用地に１０年間の買戻し特約の付記登記を行うこと。 

（カ） 売却代金の受領及び土地引渡しに係る詳細な期日については、本町と事業者との

協議により、別途決定するものとする。 

 

⑸ 電 気  施設整備方法等については、各事業管理者と協議すること。 

  

⑹ ガ ス  都市ガス 

 

⑺ 安全性の確保 敷地外に出ることができる二方向の避難路が確保されているなど、認定

こども園として安全性が担保されていること。 

 

４ 応募資格等 
⑴ 応募資格 

  ア 社会福祉法人又は学校法人であること。 

  イ 令和２年４月１日現在において、認可保育所、認可幼稚園又は認定こども園のいずれか

の運営の実績が３年以上あること。 

  ウ 事業を実施するために次に掲げる経済的基礎があること。 

（ア） 認定こども園の年間事業費の１／１２に相当する資金（※）を、普通預金、当座

預金等により有していること。 

※ 「特定教育・保育、特別利用保育、特別利用教育、特定地域型保育、特別利用地域

型保育、特定利用地域型保育及び特例保育に要する費用の額の算定に関する基準等」

で算定した額 

（イ） 直近の会計年度において保育所等を経営する事業以外の事業を含む当該主体の全

体の財務内容について、３年以上連続して損失を計上していないこと（少なくとも１

年（１期）以上の決算が終了していること。新設法人等は、認められない。）。 

  エ 事業者の資質及び社会的信望の面から適切な業務運営が期待できること。 

  オ 学校法人の場合、次の（ア）及び（イ）のいずれにも該当するか、又は（ウ）に該当す

ること。 

（ア） 実務を担当する幹部職員が、保育所その他の児童福祉施設、認定こども園、幼稚

園若しくは家庭的保育事業等において通算して２年以上勤務した経験を有する者で

あるか、若しくはこれと同等以上の能力を有すると認められる者であること、又は、

経営者に社会福祉事業について知識経験を有する者を含むこと。 

（イ） 社会福祉事業について知識経験を有する者、教育・保育サービスの利用者（これ

に準ずる者を含む。）及び実務を担当する幹部職員を含む運営委員会（認定こども園

の運営に関し、当該認定こども園の設置者の相談に応じ、又は意見を述べる委員会を

いう。）を設置すること。 

（ウ） 経営者に、教育・保育サービスの利用者（これに準ずる者を含む。）及び実務を

担当する幹部職員を含むこと。 
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  カ 事業者において社会福祉法、児童福祉法、子ども・子育て支援法、認定こども園法等を

熟知し、教育・保育事業に熱意と理解を持ち、認定こども園の運営等を適切に行う能力を

有すること。 

  キ 町の教育・保育行政に積極的に協力できる事業者であること。 

  ク 事業者及び事業者が現に運営している施設について、直近の３か年度に実施された所

管庁等による監査・実地指導等において、重大な文書指摘を受けていないこと。ただし、

文書指摘を受けていた場合であっても、適正な改善報告がなされている場合は、指摘を受

けていない場合と同様の扱いとする。 

  ケ 労働関連法令に違反し、官公署から摘発又は勧告等を受けている事業者でないこと。 

  コ 会社更生法及び民事再生法等による手続中である事業者でないこと。 

  サ 事業者並びに事業者の代表者及び役員（それぞれ就任予定者を含む。）が次のいずれに

も該当する者でないこと。 

（ア） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（以下「法」という。）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

（イ） 暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

（ウ） 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目

的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している者 

（エ） 暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、直接的

若しくは積極的に暴力団の維持・運営に協力し、又は関与している者 

（オ） 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

（カ） （ア）から（オ）までのいずれかに該当する者であることを知りながら、これを

不当に利用するなどしている者 

（キ） （ア）から（カ）までに掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その

他の団体又は個人 

（ク） 事業者又はその代表者が、公租公課を滞納している者 

  シ 認定こども園法第１７条第２項各号に掲げる基準（保育所及び幼稚園に係る同様の基

準を含む。）に該当しないこと。 

 

 ⑵ 欠格事項 

   応募者が次のいずれかに該当する場合は、選定審査の対象から除外することがある。また、

決定後の場合は、取り消すことがある。この場合において、事業者は、既に要した費用の弁

済を求めることはできない。 

  ア 本募集要項に定める応募資格や条件等に反する内容で応募した場合 

イ 計画内容を本町の承諾なく変更した場合又は大幅な変更が生じた場合 

ウ 予定していたスケジュールからの大幅な遅れが生じるとき、又は事業実施の目途が立

たなくなったとき。 

エ その他の事情により、適切な教育・保育事業の実施が困難と認める場合 

  オ 応募後、町からの指示事項に正当な理由なく従わない場合 

  カ 申請者若しくは申請者の代理人若しくはそれ以外の関係者が選定に対する不当な要求

を行った場合又は選定の前後に、本事業について、島本町社会福祉施設等整備審査委員会

（以下「審査委員会」という。）の委員に個別に接触した場合 

  キ 申請書類に虚偽の記載があった場合 

  ク 町民の疑惑や不信を招くような行為をしたと認められる場合 

  ケ その他不正な行為があった場合 

  コ 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当する者 

  サ 認定こども園法第２条第１項の規定に基づく事業の停止等（保育所及び幼稚園に係る

同様の措置を含む。）を命じられたことがある者又は同法第１５条第１項の規定に基づく

報告の要求に対し虚偽の報告等を行ったことがある者 
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⑶ 応募の条件 

  ア 令和４年４月までに開園すること。 

  イ 応募に関して要した費用、開発に伴う費用（例：発掘調査）や計画変更に伴って発生し

た費用については、全て応募者（事業者）の負担とすること。 

  ウ 選定後の協議や地域等への説明、開発に伴って不測の事務が発生したものなどにより、

提案時の開園スケジュールが変更になる場合、速やかに町と協議して計画変更を行い、対

応すること。 

  エ 基本設計内容については、選定後においても、可能な範囲で柔軟に変更が可能なものと

すること。 

 

５ 施設の設備・運営に関する条件 
 施設の設備及び運営については、以下の関係法令及び基準を遵守するほか、以下のアからヒ

までの内容についても、その条件及び基準を満たすこと。 

ア 定員は、０歳児クラスから５歳児クラスまでの各歳児定員を設けること。定員構成は、歳

児クラスの１歳児前クラスの歳児別定員以上とすることとし、各歳児２０人から３０人まで

の設定とすること。 

※最終的な定員数・構成については、町と協議の上、決定すること。 

イ ０歳児保育は、生後５７日目からの保育を実施すること。 

ウ 施設長は、原則として、教諭免許状及び保育士資格を有し、かつ、５年以上の教育職又は

児童福祉事業の経験がある専任の正規職員を１名配置すること。ただし、それと「同等の資

質」を有する者についても認めることとする。「同等の資質」について、具体的には、幼稚

園の園長、保育所の長又は認定こども園の長として、これらの施設を適切に運営してきた者

や、幼稚園、保育所又は認定こども園の職員として、長年、教育、保育又は子育て支援に従

事してきた者、地方公共団体や関係団体等による園長研修等を受講し、園長となるための識

見を身に付けた者など、認定こども園を適切に管理し、及び運営する能力を有する者であっ

て、認定こども園法施行規則第１２条に規定する資格を有する者と同等の資質を有すると設

置者が認めたものなど。 

  また、施設長は、特段の事情がない限り、開園後３年間は変更することなく、施設に常駐

することができる者とする。 

エ 保育教諭（保育士、幼稚園教諭）、嘱託医（内科・歯科・薬剤師）及び調理員を配置する

こと。 

また、施設長を補佐する者として、教育・保育施設における経験年数が５年以上で主幹教

諭、指導教諭又は主任保育士に準じた経験のある専任の正規保育教諭等を主幹保育教諭とし

て選任すること。主幹保育教諭は、学級専任の保育教諭とは別に配置すること。 

オ 配置基準に基づく保育教諭の構成については、３年以上の保育実務経験者を４分の１以上

配置すること。   

カ 町内保育所・幼稚園に通っている園児が、新たな認定こども園に通う（転園する）ことも

考えられることから、町内の町立保育所・幼稚園及び私立保育所・幼稚園の保育士、教諭及

び職員とは、開園前及び開園後においても、密に連携すること。 

 

 

 

 

 

・児童福祉法 ・子ども・子育て支援法 ・認定こども園法  

・幼保連携型認定こども園教育・保育要領 ・大阪府認定こども園の認定の要件並びに設

備及び運営に関する基準を定める条例 ・島本町特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業の運営に関する基準を定める条例 ・建築基準法 ・大気汚染防止法 ・浄化槽法 

・大阪府浄化槽設計・施工取扱基準 ・幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備

及び運営に関する基準 
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キ 保育教諭等の配置は、次の町の配置基準を満たすこと。 

【町の保育士の配置基準（児童数：保育教諭等数）】 

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 

３：１ ４：１ ６：１ １５：１ ２５：１ ２５：１ 

備考 原則として、歳児ごとにそれぞれ常勤の保育教諭を担任として固定すること。 

ク 学級編制 大阪府認定こども園の認定の要件並びに設備及び運営に関する基準を定める

条例第５条の規定によること。 

ケ 保健師又は看護師を常勤配置し、乳幼児の健康管理に努めること。 

コ 開園時間は、午前７時から午後６時までとし、少なくとも午後７時までの延長保育に取り

組むこと。 

サ 開園日は、原則月曜日から土曜日までとすること（祝日及び１２月２９日から１月３日ま

でを除く。）。また、日曜日・祝日に開園することは妨げないが、町と協議すること。 

シ 支援教育・保育を実施すること。 

ス 多様なニーズに応えるために、保育サービスの多機能化（一時預かり事業、休日保育事業、

病児・病後児保育事業等）を積極的に行うこと。 

ただし、多機能化について提案された場合、事業の実施を町として約束するものではなく、

実施事業の決定に当たっては、町との協議を経ることが必要であること。 

セ 子育て支援事業や地域活動事業に取り組むように努めること。 

ソ 給食については、原則自園で調理を行い、給食におけるアレルギーへの対応は、除去食、

代替食などにより、子ども一人ひとりの状況に応じたものとすること。 

タ 必要な医薬品及び医療品を常備すること。また、医療機関との連携を図ること。 

チ 職員に対しては年１回、園児に対しては保育の開始時の健康診断を含め、少なくとも年２

回健康診断を学校保健安全法に規定する健康診断に準じて行うこと。給食業務に従事する職

員は、月１回以上検便を行うこと。 

ツ 保護者との交流を図り、保護者の意見、要望及び苦情を保育運営に反映させるとともに、

その内容を公表すること。また、運営に当たっては、透明性の確保を図ることを旨とするこ

と。 

テ 保育教諭等の資質向上に向けて、人権研修を含め、研修を積極的に実施すること。 

ト 園の整備に当たり、近隣の住環境への影響が最小限となるよう留意し、騒音、交通対策等

の環境面に配慮すること。 

ナ 保育中における防音・振動の対策を講じるとともに、付近住民への説明や、付近住民から

の問合せに丁寧に対応すること。 

ニ 保護者の送迎に関し、近隣住民の迷惑とならないよう十分配慮するとともに、保護者への

注意喚起を行うこと。 

ヌ 保育中における利用児童の事故等に備えて傷害保険及び損害賠償責任保険に加入するこ

と（スポーツ振興センター等）。 

ネ 自治会活動等地域住民に協力すること。 

ノ 整備計画策定に当たって、大阪府開発担当課、大阪府認定こども園担当課、町開発担当課、

消防本部、保健所など関係機関の指示を受けること。 

ハ 敷地内には、保護者が送迎の際に一時的に利用する駐車スペース及び自動車が転回できる

スペースを十分に配置するとともに、自転車駐輪場所及びベビーカー置き場を設けること。 

ヒ 大阪府が認証している評価機関による「福祉サービス第三者評価」等の外部評価を運営開

始後、２～３年後を目途に受審すること。また、定期受審に努めること。 
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６ 補助金 

⑴ 施設整備費 
施設整備に対する補助については、保育所等整備交付金又は安心こども基金の活用を予定

している。なお、補助制度が変更となった場合には、変更後の補助制度に基づく補助となる。

また、補助対象経費は、各補助金交付要綱に規定しているものに限る。 

【参考 令和２年度各補助金交付要綱に基づく補助基準額】        

 保育所等整備交付金（厚生労働省）                  単位：千円 

本体工事費（補助基準額） 備 考 

定員 

１３１～１６０名 
１９７，６００ 都市部（１，０００人／㎢以上の市町村） 

特殊附帯工事 １０，８３０ 水の循環・再利用の整備など 

設計料加算 １０，４２１ 本体工事費基準額５％ 

開設準備費加算 １，８００ 定員１３１～１６０名（＠９×１５０名） 

合計 ２２０，６５１  

 ◎補助基準額は、国の負担額（２／３相当）である。このほか、市町村負担１／１２あり

（令和２年度）。 

 

⑵ 運営費等補助 

公定価格に基づくもののほか、町基準による保育士配置等に係る運営助成や国等補助によ

る延長保育など特別保育に係る補助項目を設定しており、詳細は、直接問い合わせること。 

【参考例】       

項目（補助基準額） 備 考 

運営助成 

平成２６年度の保育単価によ

り算定した支弁額の１０分の

３．５ 

保育内容の充実及び保育士の処遇改善 

延長保育 

１，５０５千円 

・保育標準時間認定 

（１事業当たり年額）  

・延長時間区分１時間 

国・府子ども・子育て支援交付金 

 ◎運営助成は町が全額負担し、延長保育の負担割合は、国１／３、府１／３、市町村１／３

となる。 

 

※ 補助金の活用は、補助金の内容や補助基準額が変更になる場合があるほか、島本町議会

における予算の可決や国及び大阪府の補助採択が条件となるため、確約するものではない。 

 

７ 提出書類 
  提出書類は、別紙提出書類一覧表のとおりとする。必要に応じて、追加書類の提出を依頼す

ることがある。 

 

８ 事業者の選定 
⑴ 事業者の選定方法 

  ア 提出書類については、確認を行い、必要に応じて応募事業者に対するヒアリングを行う。 

  イ 提案内容の審査については、審査委員会において、審査基準に基づき、選考審査を行う。

審査は、提出書類及びプレゼンテーションにより行う。 

   ※ プレゼンテーションの実施日時は、後日改めて通知する。 

   ※ プレゼンテーションでは、必要に応じてパワーポイント等を利用しても構わない。 

   ※ 施設長予定者が決定している場合は、プレゼンテーションに出席すること。 

  ウ 町は、審査委員会による審査結果を踏まえて、事業者を決定する。 
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⑵ 選定結果と公表 

  ア 選定の結果は、全応募事業者に文書により通知する。選定事業者名については、ホーム

ページで公表する。電話による問合せには、応じない。 

 イ 選定結果については、選定された事業者及び選定から漏れた事業者を問わず、事業者名

及び点数（合計点数及び項目別点数）については、全て公表する。 

 

 ⑶ その他留意事項 

ア 選定経過に関する問合せには、一切応じない。 

  イ 審査の結果、「選定事業者なし」とする場合もある。 

  ウ 応募が１事業者のみであった場合でも、審査を行う。 

  エ 本件に関して、応募事業者やその関係者が、審査委員会委員と接触することを禁止する。 

  オ 選考後において、整備計画の遂行が困難になった等、事業者としてふさわしくないと認

められる事実が判明した場合は、事業者の決定を取り消す場合がある。 

  カ 事業者の応募がない場合、応募受付期間を延長することがある。 

 

９ 審査内容及び配点 
  審査内容及び配点は、次の項目とする。 

  なお、状況により審査項目・提出書類など追加する場合がある。 

１ 事業者の状況 １５点 

・ 法人の運営理念について 

・ 事業者の財政状況について   

・ 幼稚園、保育所及び認定こども園の運営実績について 

・ 長期的な運営を見据えての収支見通しや自己資金の状況について 

・ 法人理事会の役員構成又は法人事業部（保育関係）の組織体制について 

・ 認定こども園設立における法人代表者又は事業責任者について 

 

２ 事業計画 ２５点 

・ 施設長予定者について 

・ 開設準備体制・計画について 

・ 職員の確保方策及び採用方針・計画について 

・ 支援教育・保育に係る職員の確保方策及び採用方針・計画について 

・ 研修体制及び育成方針について 

・ 労働環境の確保、職員配置及び安定雇用のための方策について（労務関係法規の遵

守、昇格・昇給制度等） 

 

３ 保育内容・運営内容について ２５点 

 ・ １号認定子どもの選考方法 

 ・ １日の流れ 

・ 認定こども園設置・運営を希望する理由について   

・ 認定こども園の運営理念と構想について 

・ 認定こども園として特に配慮する点 

・ 教育・保育理念について（教育課程、人権保育等を含む。） 

・ 年間の教育計画、保育計画及び指導計画の策定に向けての考え方について 

・ 親支援の考え方について    

・ 児童虐待事案に関する要保護・要支援児童及び家庭への対応並びに関係機関との連

携について 

・ 施設内虐待の防止について 

・ 支援教育・保育への取組について 

・ 地域における子育て支援についての考え方及びその具体的方策について 
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・ 健康管理・保健指導への考え方について 

・ 給食管理について（手作りおやつ、献立内容、離乳食、アレルギー対応、食育） 

・ 要望・苦情解決体制及び運営に当たっての保護者等への透明性確保の考え方 

・ 事故防止・安全管理体制について（日常での子ども・職員の事故防止策、発生時の

体制） 

・ 危機管理体制について（防災・防犯に関する方策、発生時の体制） 

・ 個人情報保護について 

・ 衛生管理体制について 

・ 町及び町内保育所・幼稚園をはじめ他の児童福祉・社会福祉施設、学校、関連施設

等との連携及び児童福祉等関係会議への参画について 

・ その他（独自の事業提案や運営手法がある場合） 

 

４ 特別保育について １５点 

・ 一時預かり事業について 

・ 休日保育事業について 

・ 病児・病後児保育事業について 

・ その他の特別保育について（独自の事業提案や運営手法がある場合） 

 

５ 施設整備について １０点 

・ 施設整備に係る収支計画について 

・ 整備内容について 

・ 防音対策について 

・ 屋外遊戯場について 

・ 駐車スペース及び駐輪場について 

 

６ 用地の売却金額について １０点 

・ 購入希望金額について 

 

１０ 応募手続 
⑴  募集・選定スケジュールの概要（※詳細は後述。日程は前後する場合あり。） 

年月日 項目 

令和２年 

 ６月 １日（月）～ ７月２０日（月） 
募集要項及び申請書類の配布期間 

６月 １日（月）～ ６月２６日（金） 質問受付期間 

○月 ○日（○）午後○時から 現地説明会 ６月１週目を予定 

７月 ６日（月）頃 質問に対する回答日 

 ７月 ６日（月）～ ７月２０日（月） 応募書類の受付期間 

７月２１日（火）～ ７月３１日（金） 応募書類の確認及び事務局ヒアリング 

  ８月 審査委員会による審査 

  ９月 事業者決定／選定結果通知の送付 

令和２年度及び令和３年度 施設整備 

令和４年４月まで 認定こども園開設 

  

⑵ 募集要項の配布 

  本町のホームページから適宜ダウンロードし、使用すること。 
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⑶ 現地説明会 

 ・ 参加申込は、「現地説明会参加申込書」に必要事項を記入の上、○月○日（○）午後○

時までに、子育て支援課までファックスにより提出すること。なお、ファックス送信後は、

到達確認のため電話連絡すること。 

 ・ 参加人数は、各事業所○人までとする。 

 

⑷ 応募に関する質問の受付及び回答 

・ 応募を検討する等のための質問は、６月１日（月）から随時受け付ける。あらかじめ電

話により連絡すること。 

・ 質問受付期間の質問については、指定の質問書に必要事項を記入の上、子育て支援課ま

でファックスにより提出すること。なお、ファックス送信後は、到達確認のため電話連絡

すること。 

※ 口頭、電話その他の方法での質問は、受け付けない。 

※ 審査内容や評価項目等に関する質問については、回答しない。 

   ※ ファックス送信後は、到達確認のため電話連絡すること。 

・ 質問に対する回答は、個別には行わず、指定日時に本町ホームページに掲載する。 

 

⑸ 応募受付 

 ・ ⑴を参照のこと。土・日曜日を除く、午前９時から午後５時まで。 

 

⑹ 提出方法等 

  ア 本町ホームページに掲載している応募書類を作成し、担当窓口に事前に電話予約をし

た上、持参する。郵便、電子メール及びファックスでの提出は、認めない。 

  イ 提出部数は、正本１部、副本（正本の複写化）１０部及び提出書類のデータファイル（Ｃ

Ｄ－Ｒ等）１部とする。※各様式作成時のエクセルファイルも格納すること。 

  ウ 「提出書類一覧」の順番に並べ、インデックスを付け、Ａ４版ファイルに綴じて提出す

る。 

  エ 所定の様式以外は、原則としてＡ４版（縦）とし、図面は、Ａ３版としてＡ４版に折り

込む。 

オ ファイルの表紙と背表紙に「島本町幼保連携型認定こども園 応募書類」及び事業者名

（法人名等）を記載する。 

  カ 応募及び協議については、開設予定の事業者が直接行う。 

  キ 応募受付期間内に提出書類の全部が提出されなかった場合は、受付ができない。 

ク 本町の指示以外で、期間終了後に書類の追加提出・差替えを行うことは、できない。 

  ケ 提出された書類は、返却しない。 

  コ 提出された書類の著作権は、応募事業者に帰属する。ただし、町は、本事業者選定に関

する報告又は決定の公表等のため、必要な場合は、提出された書類の内容を無償で使用で

きる。 

 

１１ その他 
ア 決定事業者は、近隣住民との連携及び調整を十分に行うこと。 

  ・ 運営計画が周辺住民に理解されるよう、事前に町へ書面で報告の上、自治会等に説明を

行うとともに、近隣住民への十分な説明及び理解を得ること。また、説明会の結果につい

ても、町へ書面により報告すること。 

・ 工事計画について、周辺住民に対し十分に説明し、理解を得ること。また、住民の要望

等を適宜反映させること。 

【説明する項目の例】 

◆ 建物の位置と高さ（日照）           ◆ 出入口の位置（駐車場含む） 

◆ 換気扇の位置と向き           ◆ 窓等の位置と大きさ（高さ） 
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◆ 植栽樹木等の管理 ◆ 防音対策 

◆ 保護者や園児の安全な動線の確保と交通安全対策 ◆ 工事騒音や振動 

（特に通学時間帯の工事車両の運行には注意のこと）   ◆ 工事車両の搬出入経路 

◆ 近隣の住民より要望のある事項        ◆ その他 

イ 施設の整備及び設置認可等に係る諸手続は、決定事業者が行うこと。ただし、本選定をも

って認可を確約するものではない。 

ウ 町に対する公募関係事務、工事・開発や開設運営など全ての事務の窓口は、法人代表（又

は事業担当責任者）に集約すること。町は、工事請負事業者等と個別に協議は行わない。 

エ 事業計画の変更は原則として認められないため、変更する場合は、必ず事前に協議するこ

と。ただし、事業計画を変更することができるのは、真にやむを得ない理由があると認めら

れる場合に限るものとする。特に、開園予定日については厳守するものとし、事業者の責め

によらない場合を除き、原則として、延期を認めない。 

オ 開園予定日に園児の保育を実施できない場合、そのことにより生じる一切の責任や損害

は、事業者が負担すること。 

カ 事業者選定後、事業の実施を取りやめる場合は、必ず事前に町との協議の上、速やかに辞

退届を提出すること。 

キ 応募のために支出した費用等については、全て応募事業者の負担とする。 

ク 提出された書類は、島本町情報公開条例に基づく第三者からの公開請求の対象となる。 


